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第１ 意見の趣旨  
 法人顧客を相手方とする店頭の外国為替証拠金取引（ＦＸ）について証

拠金規制を行うことは賛成であるが，個人顧客に対する規制を参考にした

倍率による規制など，投資家保護の目的で行う分かり易い規制を検討すべ

きである。  
 
第２ 意見の理由  
１ 現状では，法人顧客を相手方とするＦＸについては証拠金規制が導入

されておらず，ＦＸ取扱業者が任意で証拠金率を設定している状況であ

るところ，２０１５年１月のいわゆるスイスフランショックのような事

態が今後発生した場合の影響の大きさに鑑みると，この点について適切

な規制を導入することは賛成である。  
 
２ 他方で，改正案が規定する，法人顧客を相手方とする店頭ＦＸにかか

る証拠金率は，通貨ペア毎に過去の相場の変動率等に基づき算出させる

（少なくとも１週間に１回見直すこととする）というもので，個人顧客

に対する規制と比較して，極めて分かりづらいものとなっている。  
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  個人投資家が，倍率規制を回避するために法人を設立して取引を行っ

ている例が散見されることにも鑑みれば，法人取引であっても，投資家

保護の目的で行う，適切な範囲での，分かり易い規制が検討されるべき

である。  
 
３ なお，仮に改正案を導入する場合は，適切な運用がなされるべく注意

するとともに，高い倍率で行うＦＸのリスクについて，より一層の注意

喚起を促して頂きたい。  
以上  

    


